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１１０番アプリシステム運用管理要領の改正について(通達) 

１１０番アプリシステムについては、「１１０番アプリシステム運用管理要領の制定に

ついて（通達）」（令和元年９月17日付け警察庁丙生企発第28号。以下「旧通達」という。）

により運用してきたところであるが、この度、別添とおり「１１０番アプリシステム運用

 管理要領」を改正することとしたので、事務処理上の遺漏のないようにされたい。

なお、本通達の施行に伴い、旧通達は廃止する。 
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 別添

１１０番アプリシステム運用管理要領 

 

第１　目的 

　　この要領は、聴覚障害者等音声による１１０番通報が困難な者が、スマートフォン等

を利用して文字等で警察に通報可能な「１１０番アプリシステム」（以下「本システム」

という。）の運用管理に関する基本的な事項を定めることにより、本システムの効率的

かつ適正な運用を図ることを目的とする。 

 

第２　用語の定義 

１　管理端末 

　　本システムの一部として警察庁に設置された、本システムのシステム管理及び統計

 処理等を行うための端末装置をいう。

２　受理端末 

　　本システムの一部として警視庁及び道府県警察（方面）本部（以下「警察本部」と

いう。）の通信指令室（本部）に設置された、入電監視、文字等による通報の受理（以

下「通報受理等」という。）及び自都道府県警察における統計処理等を行うための端

 末装置をいう。

３　入電監視 

　　受理端末において、文字及び画像による通報の受理を行うため、これら通報に係る

着信の有無を確認可能な状態とし、着信時に即応できるよう監視することをいう。 

４　管理者 

　　管理端末又は受理端末を、適切な権限の下、システム管理及び運用管理等の目的で

 利用する者をいう。

 

第３　運用管理体制 

１　警察庁 

 (1)　警察庁管理責任者 

　　ア　警察庁に警察庁管理責任者を置き、警察庁生活安全局生活安全企画課長をもっ

て充てる。 

　　イ　警察庁管理責任者は、本システムの適正かつ円滑な運用のための企画、指導、

調整その他本システムの運用管理上必要な事項を行う。 

 (2)　警察庁システム管理者 

　　ア　警察庁に警察庁システム管理者を置く。警察庁システム管理者は、警察庁管理

 責任者が指名する。

　　イ　警察庁システム管理者は、警察庁管理責任者の任務を補佐するとともに、警察

庁管理責任者の下、管理端末の管理者として本システムのシステム管理を行う。 

２　都道府県警察 

 (1)　本部運用管理責任者 

　　ア　警察本部に本部運用管理責任者を置き、警察本部において通信指令業務を担当

する所属の長をもって充てる。 

　　イ　本部運用管理責任者は、警察庁管理責任者及び警察庁システム管理者と連絡を
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密にし、警察本部における本システムの適正かつ円滑な運用管理を行う。 

 (2)　本部運用管理者 

　　ア　警察本部に本部運用管理者を置く。本部運用管理者は、通信指令業務を担当す

 る所属から本部運用管理責任者が指名する。

　　イ　本部運用管理者は、本部運用管理責任者の任務を補佐するとともに、本部運用

管理責任者の下、当該警察本部の受理端末の管理者として本システムの運用管理

 等を行う。

 (3)　受理者 

　　ア　警察本部に受理者を置く。受理者は、通信指令業務を担当する所属から本部運

 用管理責任者が指名する。

　　イ　受理者は、受理端末において、通報受理等及び事案内容の確認並びに警察本部

 における統計処理等を行う。

 

第４　運用管理等 

１　本部運用管理責任者は、警察庁管理責任者が通知した運用停止期間その他やむを得

ない事情がある場合を除き、常時、受理者をして、通報受理等を行わなければならな

 い。

２　受理者は、本システムにより通報を受理した場合は、当該通報について、聴覚障害

等の理由により音声による１１０番通報が困難な者からの通報であることを念頭に置

 きつつ、音声による１１０番通報と同様に、適切に対応しなければならない。

３　運用状況等の管理 

    本部運用管理責任者は、当該警察本部に設置された受理端末の運用状況及び利用状

 況を適切に管理しなければならない。

 

第５　安全の確保 

１　警察庁管理責任者及び本部運用管理責任者は、本システムの安全を確保するため、

 必要な措置を講じなければならない。

２　端末の操作 

 (1)　警察庁管理責任者は、別に定めがある場合を除き、警察庁システム管理者以外に

 管理端末を操作させてはならない。

 (2)　本部運用管理責任者は、別に定めがある場合を除き、管理者及び受理者以外に受

 理端末を操作させてはならない。

 (3)　管理者及び受理者は、職務を遂行する目的以外の目的で不正に受理端末を操作し

てはならない。 

３　システム障害等認知時の措置 

　　管理者及び受理者は、本システムの障害等を認知した場合は、速やかに警察庁管理

 責任者及び本部運用管理責任者に通知しなければならない。

４　管理対象情報の分類 

　本システムで取り扱うことのできる「警察における情報セキュリティに関する対策

基準」（令和５年９月28日付け警察庁丙技企発第61号ほか別添）第１の２(１)に規定

 する管理対象情報の分類については、次のとおりとする。

 



- 3 -

管理対象情報の分類 機密性 完全性 可用性

２（中） ２（高） ２（高）

 

 

第６　その他 

この規程に定めるもののほか、本システムの運用管理に関し必要な事項は、警察庁管

 理責任者が定める。


